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論　説
民主党政権下における労働と経済： 
2009年政権交代と利益団体
阿部　弘臣
1 ．はじめに
　₂₀₀₉年衆議院議員総選挙の結果、自民党は
政権を失い、民主党を中心とする連立政権が
誕生した。民主党は労働組合の強い支持を背
景に成立した政党である。その代表である連
合（日本労働組合総連合会）にとっては、支
持政党が念願の政権奪取を果たしたという意
味で ₁ つの政治目標がそこで達成された。一
般に企業内もしくは産業レベルにおける労使
間協調は、日本においてしばしば観察される
事象であり、かつての政府内におけるネオ
コーポラティスト的側面とあわせて日本の労
使関係を特徴づけてきた。とくに₅₅年体制の
後期においては、自民党の国民的支持の低下
を受けて労働団体の代表者が労働政策過程に
取り込まれるという現象が観察された。しか
し、₅₅年体制の崩壊後、自民党政権は政府レ
ベルにおいて労働団体を冷遇する傾向を再度
帯びるようになった。そのような経過を経
て、民主党は労組からの継続的支持を受けて
政権を獲得した。労組が日本社会党や民社党
を中心に支持していた₁₉₉₀年代の政権交代と
はまた違う、この新たな局面において、労働、
経済、そして政権政党の関係性に着目するこ
とは十分な意義がある。労働団体や経済団体
は民主党政権に対してどのように応答して
いったのか。また、民主党は政権維持を目指
す与党としてどのようにこれらの競合的勢力
と接していったのか。非自民政権下における
労働・経済団体と民主党の関係性については
必ずしも自明な帰着点があったわけではな
く、またこれまで理論的に考察する試行も十
分になされてきたとはいいがたい。
　本稿では政権交代後の労働団体、経済団
体、および国政政党の政治的関係について考
察するが、とくに労働・経済団体と与党のコ
モン・エージェンシー問題ならびに政権交代
期の労働・経済団体間関係を取り上げる。次
節では、これら ₂ つの問題に関して先行する
議論を整理して争点を抽出する。第三節で
は、本稿の視座としてコモン・エージェント
ないしマルチプリンシパルの理論を展開す
る。その後、実際の関係を推量するために利
益団体調査のデータを検証する。本稿ではそ
の調査データの性質にかんがみ、ノンパラメ
トリックな統計分析を実施する。第四節はも
う ₁ つの争点としてマクロレベルの労使関係
を取り上げ、前節と同様な分析手法を用いて
民主党政権期の労働・経済団体関係を検証す
る。最終節は結論である。
2 ．労働・経済団体と与党
労働団体と政党
　₅₅年体制下において、頂上レベルの労働団
体は自民党と官僚制をコアとする政策ネット
ワークに取り込まれたといわれる（Knoke et 
al. ₁₉₉₆, Muramatsu and Krauss ₁₉₉₀）。それを
肯定的に評価するかどうかはさておき、一般
にこのような事象が日本におけるコーポラ
テ ィ ズ ム と 呼 ば れ て き た（Pempel and 
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Tsunekawa ₁₉₇₉, Shimada ₁₉₈₃, 辻中₁₉₈₆）。つ
まり、労働団体は必ずしも自民党政権によっ
て排斥されてきたとはいえない側面がある。
自民党は結党以来、労働勢力を自党の支持者
として取り込む考えがあったが、国民的支持
の低迷に直面したことで₁₉₇₀年代には新労働
路線に転換する機会を得たとされる（久米
₁₉₉₈）。自民党と労組は「互いに内部の構造
的脆弱さが表面化した結果、奇妙な矛盾を内
に抱えた戦略上の共生関係が生じた」（辻中
₁₉₈₆：₂₃₇-₈）。過去の自民党における族議員
の一派として労働族が存在したことを踏まえ
ると、労働団体が自民党の友好団体となる可
能性は残されていたといえる（猪口・岩井
₁₉₈₇）。以上のような状況の変化と党内事情
があって、労働団体へのより柔軟な対応が自
民党のなかで生まれた。しかし、その後₅₅年
体制の終焉を受けて、政策過程に部分的に包
含されていた労働団体は徐々に排除される方
向に向かい、その影響力は後退していった。
たとえば、公労使三者構成による労働政策審
議会が事実上迂回されたり、また首相直属の
審議機関についても労働代表が除外されるな
ど、かつて観察されたネオコーポラティスト
の性格はかなり失われた（中北₂₀₀₉、三浦
₂₀₀₇）。
　₁₉₉₀年代の政権交代から₂₀₀₀年代終わりに
おける再度の非自民政権成立までのあいだ、
労働界の後退という趨勢が観察されたことを
踏まえると、現実の民主党政権が政府内にお
ける労働界の代表性についてどのように対処
したのかという観点は興味深い。多くの労組
が支援する一大政党が与党になったのである
から、労働勢力はそれまでになかったような
影響力を行使してしかるべきであるとも考え
られる。しかし、₁₉₉₃年政権交代直後の労組
は、自民党が野党になり社会党と民社党が与
党になったからといって政策過程への参加度
合いや影響力を強めたわけではなかった（逢
見₁₉₉₄）。そこには構造的課題として、たと
えば労働組織の分権的性質と、企業との妥協
による従業員の階級意識の低下があったとさ
れる（Carlile ₁₉₉₄）。これらの課題は根本的
なものであり、なかなか払拭できるものでは
ない。それにもかかわらず、もし民主党政権
が新たな労使状況を創出できたとすれば、構
造的要因はそれほど重要ではないことにな
る。₂₀₀₉年の政権交代は、労働・経済団体と
与党の関係をどのように再構成したのか。
　たとえば、アメリカでは民主党が労働組合
の代表的性格を担っているが、同国における
労働組合の献金額は民主党と共和党のあいだ
で明白な差があり、労組の民主党への傾倒は
かなり顕著である（Brunell ₂₀₀₅）。つまり、
二大政党の片方に対するつながりが非常に強
い。また、一例としてアメリカの公立学校の
教職員組合は、連邦および州レベルの政策過
程において民主党議員と密接な関係を持って
おり、民主党を通じて強大な政治的影響力を
誇っている（Moe ₂₀₁₁）。アメリカの民主党
議員が生き延びるには、労働組合へのある程
度の貢献が必要となっている。このような事
実を勘案すると、日本の ₂ 党制が進行して自
民党に対抗する勢力が継続的に政権を得たと
き、労組の政治的プレゼンスが大きくなる可
能性はあるのかもしれない。
　その一方で、政権運営のために政党が労組
の影響力を抑える可能性も指摘できる。日本
の民主党には、「旧社会党を中心とした従来
の社会民主主義政党の支持基盤を引き継ぎな
がら政党が組織されたために、労働組合とい
う党外の組織が大きな影響力を有する」（砂
原₂₀₁₃：₆₃）という特徴ないし“制約”があ
る。それと同時に、与党には政権を維持する
という目標がある。中心的に政権を志向でき
る規模の勢力となった政党が連合を代表とす
る労働側の要求を次々と受け入れ、それら全
部を政権獲得後に実行に移そうとする誘因は
どれだけあるといえるのか。自民党政権下の
社会党がそうであったように、「労働組合の
73
民主党政権下における労働と経済：2009年政権交代と利益団体  （阿部）
力だけでは政党は政権につけない」（辻中
₁₉₈₆：₂₄₃）。よって、労組以外に支持を求め
るのは民主党にとって必須である。社会党は
イデオロギーに執着するあまり、欧州が実現
した社会民主主義路線をたどることができ
ず、₅₅年体制が滅ぶまで政権にたどりつけな
かった。その制度的要因は単記非移譲投票制
（中選挙区制）に求められる（Kohno ₂₀₀₁, 
Ramseyer and Rosenbluth ₁₉₉₃）。理論上、小
選挙区選挙は中位投票者定理を応用して政策
空間の均衡を予測することができるが、大選
挙区では均衡があるとしても各政党が掲げる
政権公約には選挙区規模にしたがって大きな
ばらつきが生じていくため、小選挙区のよう
には政党の政策位置は収束しない。ゆえに、
単記非移譲投票の選挙では政策志向性の強い
政党は包括政党化する誘因を持たない。しか
し、民主党は旧制度下の社会党が置かれた状
況とは異なり、基本的には中位投票者の理想
政策に向かって無党派層や一定の自民党支持
層等も取り込む必要がある。一方で、ある単
一事例研究（森₂₀₁₁）によれば、民主党組織
内における労組のプレゼンスは否定しがた
い。労働団体の供給する選挙リソースの重要
性は、政治的環境が変化したからといって容
易に減じられるものではない。
　「労働組合への依存は社会党の強みをもた
らすものであったが……客観状況の変化に
よって、労働組合との結びつきの強さは、必
ずしも社会党にとってプラスではなくなっ
た」（五十嵐₁₉₉₈：₁₈₃）という。これはいわ
ゆる「成田三原則」に含まれる ₁ つの側面で
あり、社会党は支持基盤をより広範に求める
うえで労組依存がかえって制約となってし
まっていた。じつは、イギリスでも労働党と
労働組合の関係について似たような論調が
₁₉₉₀年代前半に見られた。当時の労働党が直
面した総選挙での度重なる敗因は労組にある
とされたので、労組の影響力を弱めるための
党の近代化として党内制度改革が断行された
（Alderman and Carter ₁₉₉₄）。日本社会党が抱
えた支持基盤をめぐる根本的問題は民主党に
ついても当てはまるということは、与党とし
ての民主党と利益団体の関係を考えるときに
₁ つの有効な視点となるであろう。労働団体
の目標達成のために経済界を敬遠、排除する
のは得策ではないということは、民主党が与
党であるあいだに痛感したところである。日
本社会党の限界に関する上記指摘が的を射て
いるとすれば、産業構造の変化、市民社会の
変化、そして選挙制度の変化を受けて、かつ
ての社会党とは異なる文脈に置かれた民主党
が党内で労組依存の脱却をはかろうとするの
は自然なことであった。現実の民主党はさら
に、政権運営時の文脈上たとえば当時の円高
への対応や産業空洞化、復興増税など様々な
争点について経済界からの協力を得ることも
必要となっていた。もちろん、選挙における
支援要請という点でも経済界との協調は民主
党にとって確実に意味がある。他方で連合な
どの勢力が民主党の経済界への譲歩をどの程
度コントロールできるかは、労働側が望む政
策帰結にとって大きな意味を持っていた。民
主党は左から右まで議員の寄合所帯であるた
め、労組の言いなりとなることについては党
内の保守系議員の抵抗も想定された。「民主
党政権が実現したとしても、それが連合に
とって好意的な政権となるかどうかは不明確
である」（久米₂₀₀₅：₄₁）との過去の指摘は、
そうした党内事情にとどまらず、いくつかの
意味で民主党がより現実的（自民党的）な政
策を追求し、労働団体からの距離感を見直す
必要性が政権交代により浮上し得たことを暗
示している。
　民主党政権に対する実際の評価は、連合が
政策過程への影響力を増やしたと評される場
合もあれば（三浦₂₀₁₄）、それとは逆の否定
的見解も観察されている（高橋₂₀₁₂）。連合
の要求がどれだけ実質的に達成されたかはと
もかく、政権交代は労働組合にとって大きな
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意義を与えたに違いない。しかし、その意義
がどの程度の期間まで続いたのかは検討の余
地がある。たとえば、連合の掲げた雇用政策
については経済団体が強く反抗した。しか
し、「政権交代直後の正統性の高い時期には
経済団体も抵抗しにくいというタイミングも
連合には有利に働いた」（三浦₂₀₁₄：₁₈₅）た
め、相当程度の進展があったという。「正統
性の高い時期」という表現は、時間の経過と
民主党の態度の変化に何らかの意味があった
ことを示唆する。初期の民主党政権下では連
合の政府内への浸透が観察されたため、政権
交代を経て労働側の政治的影響力に変化がな
かったとはいえない。裏を返せば、経済団体
の影響力はひとときのあいだ弱まったのであ
る。しかし、経済成長や財政健全化の問題を
解決していくうえで、経済界の軽視をもって
長期政権を目指すのはどの政党であっても難
しい。以上で言及した労働・経済団体と政党
の関係については、本稿第 ₃ 節で分析を含め
た議論を展開する。
労働団体と経済団体
　日本の労使関係は一般に協調的といわれて
おり、とくに企業内における労使協調は比較
的成立しやすいと理解されている。こうした
協調を肯定的に捉えることもできるが、それ
がどの程度の労働者利益の増進と経営者の損
失を意味するのかが実際の研究で問われるこ
とはあまりない。従業員に事実上の選択の余
地がないような妥協も、協調といえば協調で
ある。その背景には、第一に経営者は個別の
ポリシーにしたがって自己利益の追求が可能
であること（Traxler ₁₉₉₃）、そして第二に経
営者側がより簡単に集合行為問題を解決でき
るのに対し、従業員側の場合はより深刻で解
決しがたいということが関係している。つま
り、数のうえでは労働者は経営者を圧倒する
が、それは労働者が経営者に対して優位な立
場にあることを意味しない。企業別組合に
は、いくつかの構造的要因によって闘争的労
使関係を維持しがたい側面が認められる
（Carlile ₁₉₉₄, ウィタッカー₁₉₉₈）。こうした
ミクロレベルの協調関係は通常最終解決とは
ならず、労働者にとって次善的な結果がもた
らされる。ゆえに、労組はより高次的なレベ
ルのモーメンタムを重視する。連合は企業別
組合主義を脱して社会運動ユニオニズムを強
化するという理念を掲げていた（三浦₂₀₁₄）。
いわば社会に働きかけるアウトサイダー戦略
（Walker ₁₉₉₁）の重視である。これはマクロ
レベルの協調を促進するための手段として捉
えられる。その足がかりが民主党による政権
奪取と政策レジーム転換にあったといえよ
う。しかし、民主党政権が成立すると、連合
のアウトサイダー戦略は勢いを失い、代わり
に政府との政策協議を経て影響を与えるイン
サイダー戦略に傾倒した（三浦₂₀₁₄）。連合
の影響力行使によって仮にいくつかの個別政
策の実施が実を結んだとしても、連合はそう
した流れを民主党政権という比較的短期間の
あいだに政府内に構造化することができな
かった。
　日本のマクロレベルにおける労使協調につ
いて詳細に言及されることはあまりない。久
米（₁₉₈₈）は一種の下からのコーポラティズ
ムが労組まわりの政策ネットワークや政治的
機会構造を通じて形成されたことを説明し
た。ミクロ協調からマクロ協調への転換は、
下位レベルの「成果」が不十分であったこと
を示唆している。日本の事例に対してネオ
コーポラティズムの枠組みが適用される場
合、「労働なき」を筆頭としてしばしば何ら
かの限定的意味を与える修飾語がつく。それ
は、日本の政府レベルにおける労使関係が西
洋的コーポラティストの視点からは素直に捉
えられないからである。ただ、日本の頂上レ
ベルの労働団体は部分的には経済団体との協
力関係を築いてきたともいえる。その協力関
係は、主に日本生産性本部（労使協調を推進
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する公益財団法人）や同業種団体のあいだで
形成されるという点で限定的である（丹羽
₂₀₀₆）。
　日本のコーポラティズムを取り上げた篠田
（₁₉₉₄）について、次のような指摘がある。「一
般にコーポラティズムといえば、それはマク
ロ・レベルのものである……篠田論文が、日
本についてマクロではなくメゾ・レベルにま
で分析レベルを下降させたということ自体
に、すでに日本についてマクロ・レベルにお
けるコーポラティズムを語る上での困難性を
示している」（五十嵐₁₉₉₈：₃₇₈）。実際、日
本の労使協調を取り上げる論文で言及される
のは、概ね企業レベルや業界内レベルの協調
である。その理由はおそらく、下位レベルに
おいてこそより多くの協調的事例を観察でき
るからであり、頂上では同じことがあてはま
らないからではないだろうか。そもそも、下
位レベルで労働側が十分な協調的成果を得ら
れるのであれば、そこから頂上に向かって使
用者側と対決を展開する誘因は生まれにく
い。そうであるとすれば、日本の中央政府レ
ベルの労使関係は下位の企業・業界内協調が
必ずしも十分な結果をもたらさないことを意
味しているし、頂上と下位とはある種の断絶
や相互リンクの弱さが見られるということに
なる。換言すると、ミクロとマクロとでは異
なるゲームが展開されている。
　また、比較的近年の現象として現れたグ
ローバリゼーションによるネオコーポラティ
ズムの弱体化と団体交渉制度の分権化（田端
₁₉₉₈）を前提とすれば、マクロレベルにおけ
る協調はより一層成立しがたいということに
なる。つまり、西洋諸国における協調的協議
の場はマクロからミクロへのシフトが見られ
る（Thelen ₁₉₉₄, 田端₁₉₉₈）。マクロ協調や
コーポラティズムという現象と視点自体、一
部の国を除いて概ね需要が低下してきたのか
もしれない。しかし、より下位のレベルで観
察される一種の協調行動が政府レベルにおい
てそのまま反映されないのはなぜかという問
題を考えるうえでは、コーポラティストの視
点は依然として有効である。民主党政権下に
おけるマクロレベル労使関係については、本
稿第 ₄ 節で調査データをもとに考察する。
3 ．複数利益団体と与党
コモン・エージェンシー問題
　コモン・エージェンシーとは、単一エー
ジェントの活動に対してマルチプリンシパル
が同時に影響を与えようとするような多角的
関係を指し、とくに経済政策をめぐる政治過
程においてよく見られる（Dixit et al. ₁₉₉₇）。
本節では、上述した労働・経済団体と与党の
一般的互恵関係について理論的な視点から取
り上げる。
　コモン・エージェントの統制は、プリンシ
パル間およびプリンシパル - エージェント間
の選好が重要になる。プリンシパル間の選好
の違いが大きいとき、コモン・エージェント
はより多くの自律性を得ることができるとい
える（Copelovitch ₂₀₁₀）。つまり、ある争点
について利益団体間の対立が少ない場合と
真っ向から対立する場合とでは、政府が選択
可能な政策の幅は異なる。その幅が大きいほ
ど複数利益団体のコモン・エージェントに対
する操作性も低下していくであろう。ゆえ
に、コモン・エージェントは唯一のプリンシ
パ ル を 持 つ 独 占 エ ー ジ ェ ン ト（exclusive 
agent）にくらべ、各プリンシパルの選好か
ら逸脱した、自己利益を改善するための選択
肢をとりやすくなる（エージェンシー・ス
ラックの発生が増える）。もしそこで対立す
るプリンシパル間の調整費用が十分に大きけ
れば、コモン・エージェントの高い自律性は
維持されていくことになる。コモン・エー
ジェントは独占エージェントとは異なり、仮
に高次レベルでの調整が可能であったとして
も、各プリンシパルに異なる情報を提供する
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余地を与えるため非効率性が生まれる（Mar-
timort ₁₉₉₆）。以上のことはレント・シーキ
ングを行う業界団体にとっての最適性を妨げ
る要因となるが、政治過程において特殊利益
が一般利益よりも重視されるという多元的民
主社会における ₁ つの帰結は、経済学で「死
重的損失」と呼ばれる市場の非効率性ほどに
は悲観的になる必要がないのかもしれない。
社会的価値の多様化が与党や政府の意思決定
の自律性を高めるといえるからである。一方
で、諸団体がロビー活動や政治献金に関する
費用および団体間の調整費用をより多く費や
すことで、価値の多様性がより非効率的で停
滞的な結果を生むという状況も同時に考えら
れる。
　また、日本の労働団体のように特定のイデ
オロギーにこだわる組織は、コモン・エー
ジェントから得る利益よりも独占エージェン
トから得るもののほうが概ね大きいといえ
る。労働界のように政策志向性の強い利益団
体は、そうでない団体に比してエージェン
シー・スラックの許容範囲が狭いため、エー
ジェントを他者と共有するよりも独占的に飼
いならすことに魅力を感じるであろう。戦後
政治を通して自民党と労組一般のあいだに大
きな溝があった理由は、後述のとおりほかに
も要因があるが、労働団体によるコモン・
エージェントと独占エージェントの選択の結
果としても見ることができよう。
マルチプリンシパルとコモン・エージェント
　コモン・エージェンシー問題に関するゲー
ムを仮定し、本稿が関連する範囲でいくつか
の要点を指摘しておきたい。複数の利益団体
と政党がある政策アリーナに存在し、利益団
体はマルチプリンシパルとしてコモン・エー
ジェントの政党を統制しようと試みる。はじ
めに、プリンシパルは同時かつ独立にエー
ジェントに対する献金予定額を提示する。プ
リンシパルの提示を受けたあと、エージェン
トは両者の示した金額に応じて当該政策に関
する意思決定を行い、単一のオプションを選
択する。それにより、政府の権限と議会での
法制を通してプリンシパルの利害関係が間接
的に規定されるものとする。
　まず、エージェントの利得 u を次のように
定義する ₁ 。すなわち、
u＝∑i wi＋θi bi (a)
であるが、wi はプリンシパル i∈{₁, ₂, …, N}
が エ ー ジ ェ ン ト に 支 払 う 献 金 の 予 定 額 
（w ≥ ₀）、bi はプリンシパル i が政策 ak の実
施から得る便益（b ≥ ₀）、またθi は各プリン
シパル－エージェント間の利害の一致性であ
り、θ∈［－₁,₁］である。以上を仮定したう
えでエージェントが選択することになる政策 
a: {a₁,a₂,…,ak} を取り上げると、コモン・エー
ジェントの最適反応集合は、
r (w )＝arg m
a
a
k
x∑i wi＋θi bi (a)
として表される。たとえば ₂ つの異なる業界
団体を仮定すると、wi とθi bi の総和を最大
化する任意の a∈r（w₁, w₂）を選択するのが
与党の運命となる。ただ、特定の政策 a を変
える、もしくは変えさせないための w は、
政治献金よりも広い意味で捉えるのが現実的
である。よって、政策実施ないし不実施をめ
ぐる一連の費用として w を考え、利益団体
が提供する選挙リソース（資金、選挙運動へ
の動員、組織票など）を含めて w が与党の
効用に転じられるものと本稿では仮定する
が、便宜的に以下でも単に献金と表現するこ
とがある。
　以上の仮定から、他条件同一ならば、より
₁ 　関連する議論として、Dixit et al. （₁₉₉₇）および伊藤（₂₀₀₃）を参照。
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多くの選挙資金や組織票を提供可能な団体ほ
ど、公共政策決定に対する影響力が強くなる
傾向にあるといえる。いま単純化のために ak
について k∈{₁,₂} と仮定し、利益団体の選
好順序が a₁＞a₂であるならばその団体の bk 
はb₁＞b₂とする。また、∑i θi bik ∈{xk}である。
初期段階として∑i wi＝₀であるときは、x₁＞x₂
ならば a₁が与党によって選択され、x₁＜x₂な
らば a₂、また x₁＝x₂ならば a₁または a₂が等確
率で選ばれる。マルチプリンシパルがいずれ
かの結果を自己にとって望ましいものに変え
るには、相応の w を負担しなければならな
い。たとえば、この段階において x₁＞x₂であ
るとき、団体 i が与党に a₂を実施させるには、
wi＞ŵi＝x₁－x₂を満たす必要がある。ただし、
現実の w は資源的もしくは制度的な制限を
受けるため、w¯i ≥ wi となる制約が存在する。
政治資金規正法など所与の制度的条件のもと
で、より多くの献金を提供できる団体は政策
結果を変えるためにより大きな影響力を行使
しうるといえる。与党の選択の変更を望んで
いるとき、もし w¯ や ŵ が制約となって十分
な w が提示できないのであれば、当該の利
益団体はこの特定の政治文脈において政策結
果を変えるほどの能力を持っていないという
ことになる。したがって、公共政策に対する
利益団体の影響力について鍵となる要素の ₁
つは、その組織が現実に利用可能な選挙リ
ソースの規模である。
　一般に、利益団体と政党の政策選好の一致
性は所与として考えることができる。しか
し、特定のイデオロギーについてこだわりを
持たない政権志向的な（ofﬁce-oriented）政党
にとって、政策の追求や政権公約の中身は政
権にたどり着くための手段にほかならない。
換言すると、政策志向的（policy-oriented）
でない合理的政党は自己の目標を達成するた
めに自党の政策位置をより容易に変更するこ
とが可能であり、それ自体が投票理論の諸定
理における一般的仮定でもある（例、Cox 
₁₉₉₇, Downs ₁₉₅₇）。次のことが本稿の枠組
みからいえる。まず、与党を純粋に政権志向
な合理的政党として仮定する。よって、与党
は各団体との選好一致性を可変的に操作でき
る。初期においてθi が十分に小さい場合、 
ŵi＞w¯i となるため、与党はその団体からの支
援を受けることができない。当該団体が与党
を“買収”するためのコストが高すぎるから
である。しかし、もし与党が何らかの理由で
その団体からの支援を望むことになった場
合、θi を大きくすることでこの問題は解決
されうる。ただし、政党の政策位置の変更は
同じ争点に関する他団体との関係性をも変え
てしまうため、実際にはそのことを考慮しな
がら与党は利得の最大化を目指す。
　最後に、団体が献金するか否かというより
単純な視点から利益団体の与党に対する政治
活動を検討し、₂ 団体（各々、A と B）の献
金実施が均衡となる状況を把握する。まず、
x₁＞x₂を所与とする。団体 A は b₁＞b₂、団体
B は b₁＜b₂である。また、w¯B ≥ wB＞ŵB である。
つまり団体 A が献金しないかぎり、団体 B
が当該献金計画を提出すれば団体 B が希望
する政策を政府が実施するものとする。ただ
し、献金の条件として b₁A－b₂A＞wA および 
b₂B－b₁B＞wB という制約がある。これらの不
等式は利益団体が合理的な範囲でのみ献金す
ることを意味している。両団体が献金戦略を
とるときの利得については、どちらの戦略が
最終的に勝るのかが各々の選挙資金のリソー
ス量 w¯ に依存するため、ここでは等確率で
勝敗が決すると考えて期待利得を採用する。
利得行列は表 ₁ のとおりである。表 ₁ の標準
形ゲームからわかるように、団体 A は団体
B が献金しないかぎり同じ戦略に出る誘因を
持たないが、団体 B は少なくとも団体 A が
献金しないときに献金する誘因を持つ。よっ
て、互いに与党に献金しないという結果は
ナッシュ均衡ではない。つまり、献金等の支
援が政府の公共政策決定に影響を与えるとい
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う蓋然性を前提にするかぎり、すべての利益
団体が特定政策の成否をめぐって与党を支援
しないという状況は想定できない。このゲー
ムに均衡が成立するのは（b₁A＋b₂A）/₂－wA＞b₂A 
および（b₁B＋b₂B）/₂－wB＞b₁B という ₂ つの不
等式が成り立つときであるから、次の条件を
満たせば両団体が献金戦略をとるナッシュ均
衡が存在する。すなわち、
b₁A－b₂A―
₂
＞wA and 
b₂B－b₁B―
₂
＞wB
である。前者の不等式が成り立つとき、団体
A は B の行動に同調するという調整に取り
組むことを意味し、また少なくとも後者の不
等式が成り立つとき、団体 B は A の選択に
かかわらず常に献金するという姿勢を持つの
が合理的となる。
小括
　利益団体が献金の効果について意義を見出
せるかぎり、与党との利害関係という意味で
その支持母体よりも劣位に置かれる団体は必
ず献金等の支援を与党に提供する誘因を持
つ。しかし、費用・便益の意味で与党に献金
等をすることに合理性がない場合は、与党へ
のアプローチを控えるしかない。もし与党が
政策位置を変えることで利得状況を改善し、
利益団体の与党に対する献金活動に合理性を
与えることができるのであれば、与党は必要
に応じて他団体との関係を調整しながら追加
的な支援先を見つけるであろう。
　上述の結果から、経済団体が一般に強い影
響力を持つ理由が理解できる。農業団体が自
民党の集票マシンとして公共政策に影響力を
及ぼしてきたことも、同様に理解可能であ
る。他方で、日本の労働団体はそれらの団体
よりも規模の小さい選挙リソースを持ち、財
界と自民党の関係に変革をもたらすほどの費
用を負担できなかったため、自民党政権のも
とでは経済界と対等に張り合うことができな
かった。自民党が政権を安定的に維持できる
かぎり、労働団体は自民党にとってさほど魅
力的ではなかった。しかし、財界との癒着や
疑獄事件が露呈して自民党の有権者一般から
の支持が大きくゆらいだとき、自民党は従来
の体質を改めて新たな支持層や組織票を獲得
しなければならなくなった。もし政党が自党
の政策選好を変えることで各種業界団体との
利害関係を調整できるとすれば、投票結果を
改善するための打開策として自民党は政策位
置を部分的に修正する動機を持つ。そのよう
な自民党の戦略の変化により、既述したよう
にある時期において（経済界が許容する範囲
内で）自民党と労働団体の接近は促されたも
のと考えられる。
　それでは、与党民主党と労働・経済団体の
ケースについてはどうであったのか。労働団
体と民主党の関係が着目される場合、資金よ
りも組織票という動員力が取り上げられるこ
とが多い。しかし、自民党と張り合うために
民主党が資金源を開拓していく必要があった
ことは観察可能である。たとえば、民主党が
自粛していた企業・団体からの献金受入れを
与党であるあいだに再開したことも、そのこ
とを裏づけている。これは民主党と経済界の
接近の可能性を意味した。民主党は自党の支
持がゆらいだときに、労働団体との関係を悪
化させすぎることなく、同時に経済団体等と
の交流を深めていくことで、より多くのリ
ソースを手に入れようとしたのではないかと
いうことが想定できる。
表 ₁ 　利得行列
献金： する しない
する
b₁A＋b₂A―
₂
－wA, 
b₁B＋b₂B―
₂
－wB b₁A－wA，b₁B
しない b₂A，b₂B－wB b₁A，b₁B
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労働・経済のコモン・エージェントとして
の与党
　民主党の連立政権は、その発足当時におい
て労働団体からも国民からも歓迎された。と
くに最初の鳩山内閣は労働界からの強い支持
を受け、経済界を軽視するかたちで次々と連
合の要求に応えようとする姿勢が見られた。
民主党政権は経済成長、社会保障と税、東日
本大震災と復興、原発問題、普天間基地移設
問題、行政刷新会議、公務員制度改革等々、
多くの課題に挑戦しようとしたが、いつも労
組の支持を受けていたわけではなかった。た
とえば、公務員制度改革をめぐっては、民主
党は人件費削減に向けて他党との連携でやっ
ていく意向もあったが、自治労など公務員労
組の“脅迫”によって抑制された（日本経済
新聞朝刊₂₀₁₀.₈.₁₆）。有権者はもともと₂₀₀₉
年総選挙において、民主党を積極的に支持す
るためというよりは自民党に反抗するために
民主党に投票したともいわれる（Rosenbluth 
₂₀₁₁）。国民のそうした態度も、民主党政権
の寿命と無関係であったとはいえない。政権
発足から間もなくして内閣支持率の低下は避
けられず、民主党政権下で初の国政選挙
（₂₀₁₀年参院選）でも勝利することができず、
自民党の成績に及ばなかった。
　自民党は₁₉₇₀年代頃から労働者からの支持
を得るために彼らへの接近を始め、労働団体
に対するアプローチにも一定の変化が見られ
た。それは結果として、政府内におけるネオ
コーポラティスト的潮流をもたらした。₅₅年
体制の崩壊後、連合は社会党と民社党を中心
に基本的には非自民政党を支持していた。細
川内閣は連合が明示的に支持し、かつ経済団
体も基本的に好感をもって迎えたという点で
ユニークな位置にあった（辻中₁₉₉₄）。しか
し、ある時期から社会党と民社党が与野党に
分かれたため、連合は立場上の困惑を極めて
いく。とくに自社さ政権の時代は左派政党へ
の支援に集中することができず、労組のあい
だにはジレンマが生まれた。₁₉₉₀年代半ばの
混沌とした時期においては、連合とその傘下
の労働組合は自民党との接近も厭わなかっ
た。自民党は党大会に労組幹部を招待した
り、党内の労働局を格上げして労政局を設置
して労政局長と連合の事務局長の懇談会を常
設するなど、連合や労組への働きかけを強め
た（五十嵐₁₉₉₈）。₅₅年体制下とその崩壊後
の自民党が選挙・世論における支持低下時に
労働団体にすり寄ったように、民主党も同党
連立政権の低迷に際して国民からの支持回復
と、経済界との同調を求めて利益団体との関
係性をめぐる考え方を改めたのではないであ
ろうか。もしそうであったとすれば、本稿で
扱う政権交代後の調査結果においても、労働
団体とのある程度の離反と経済団体との接近
といった現象が観察できるはずである。それ
は労働団体と経済団体の両方がコモン・エー
ジェントとしての民主党をコントロールして
いたことを示唆する。
分析
　以下、本稿を通して用いるデータセット
は、辻中豊（筑波大学）らが₂₀₁₂年（民主党
連立政権時）に実施した「第四次 団体に関
する調査」によるものであり、データは日本
の頂上団体を対象とした各種質問への回答に
もとづく様々な変数で構成されている。本稿
では、これらの変量が複数のカテゴリーから
なる離散変数ないし順序尺度であること、ま
た当該標本が団体別において多数とはいえな
い観察数を持つことにかんがみ、母集団分布
の正規性や間隔尺度を前提としないノンパラ
メトリックな統計的検定に依拠して分析する
ことにする。
　ここで調べたいことは、労働団体と経済団
体の民主党政権に対する距離感のとり方であ
る。つまり、一般的に考えて日本の労働団体
と経済団体は、互いにしばしば対照的な選好
を持つ競合相手となっている。民主党政権以
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前の民主党・自民党と労働・経済団体の関係
を考えれば、労使側が二大政党に対して異な
る態度をとってきたことは明白である。しか
し、民主党が政権をとって与党となったこと
で何らかの関係性の変化が見られたことは報
道や論文で報告されている。政権をとったこ
とで一部の利益団体とのつながりを得た民主
党は、結局のところ「与党化」と「自民党化」
が進んだとも指摘された（上川₂₀₁₄）。つま
り、民主党も自民党のように業界団体とのあ
いだに利益誘導のチャンネルを設けたのであ
る。ただ、そうした変化をより非断片的に捉
えるには、より多くの観察数を持つ調査デー
タを利用するのが的確である。この検証によ
り、民主党と労働・経済団体がどの程度乖離
または接近したのかを推量したい。以下で
は、距離感の代理変数となるような変量を取
り上げて検証する。
　はじめに、労働・経済団体が民主党政権全
体を通して抱いた期待と満足について考察す
る。図 ₁ は左から労働、経済、調査対象全種
団体サンプルの順に、上段において「期待」、
下段において「満足」の分布をヒストグラム
で表している。これらの変数は ₅ 段階順序尺
度であり、数値が大きくなるにつれて期待や
満足の度合いが大きくなる ₂ 。どのヒストグ
ラムのペア（期待 - 満足）においても分布の
裾が概ね左から右へと移動したことがわかる
が、労働団体はとくにその傾向がはっきりし
ていて特徴的である。期待と満足の差につい
て統計的有意性を確認したのが、表 ₂ におけ
る 符 号 順 位 検 定（Wilcoxson matched-pairs 
signed-rank test）の結果である。まず注目す
べきは、労働、経済、および調査対象全種団
体サンプルについて z 統計量は₀.₁％水準で
有意であり、いずれの団体も期待に反して不
満が多かったことが示されている。とくに労
働団体は₈₈％の頂上団体が民主党政権に落胆
したことが推定され、現実が期待を上回った
と有効回答した頂上団体は存在しなかった。
一方で経済団体は落胆した団体と期待（予
想）どおりという団体の割合が各々₄₆％、
₄₂％と近似した結果になった。つまり、その
落胆度合いからすると、労働団体の民主党か
図 ₁ 　民主党政権に対する利益団体の期待・満足度
₂ 　「第四次 団体に関する調査」ではこれとは逆の順序尺度で質問が実施されたが、本稿で使われる当該
変数はこれらにリコード（recode）を施したものである。これ以降の指標についても、数値が大きくな
るにつれてその傾向が強まることを意味する。
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らの疎外感は相当大きく、経済団体について
はそれほどでもなかったといえる。
　次に取り上げるのは、民主党政権を構成す
る鳩山内閣、菅内閣、そして野田内閣のそれ
ぞれに対する労働、経済、および全種団体の
評価である。ここで用いる変数は₀-₁₀の自然
数で測定された数値であり、₀「全く評価し
ていない」、₅「どちらともいえない」、およ
び₁₀「非常に評価している」という尺度が与
えられている。図 ₂ のヒストグラムを横に読
むと団体間の同一内閣比較が、縦に読むと同
一団体の各内閣評価比較ができる。まず「横」
であるが、経済団体と全団体の分布に類似性
が認められる一方、労働団体は顕著である
（経済団体は全団体において単純多数であ
る）。労働団体と経済団体の分布が同じ母集
団にもとづくか否かを順位和検定（Mann-
Whitney U test）で検証すると、統計的に有
意なのは鳩山内閣だけとなる（|z|＝₄.₂₁₆）。
このことについて、表 ₃ を見ながら考えた
い。表 ₃ が示しているのは各内閣に対する各
団体評価の比率と累積比率である。下線が引
かれている数値は、各種団体においてその内
閣を悪く評価した組織の割合（評価 ₀ ～ ₄ ま
での累積比率）であり、この数値が高いほど
不満層が多かったことを表している。つま
り、民主党政権の初期においては労働団体が
高めの評価、経済団体が低い評価を与えたと
いう事実が示されている。さらに、後続の菅
内閣で労働団体と経済団体がとくに不満層に
おいて似たような累積比率を持ち、最終的に
野田内閣では経済団体の不満が大きく解消さ
れていったことが示されている。民主党政権
最後の野田内閣が相対的な意味でもっとも高
い評価を受けていた点は興味深い。この結果
に一番寄与したのは経済団体に違いないが、
その一方で労働団体は、そのヒストグラムか
ら明らかなように、最低の評価を下したグ
ループの増加が認められ、それらが頂上労働
団体の単純多数を形成している。これによ
り、労働団体の野田内閣への評価が二分され
たことが判明した。
　上記変数を使って政権間および団体ごとに
符号順位検定を実施した結果、次のことがわ
かった（表 ₄ ）。まず、野田内閣と菅内閣の
評価について有意な結果が出たのは経済団体
および全団体であり、菅－鳩山比較では労働
団体と経済団体、そして野田－鳩山比較では
経済団体と全団体がそれぞれ統計的に有意で
あった。労働・経済だけに着目すると、経済
団体においては内閣の交代によって順次改善
されていった（少なくとも悪化しなかった）
こと、そして労働団体においては菅－鳩山内
閣比較においてのみ負の方向で有意であるか
ら、その交代によって明確に労働団体による
表 ₂ 　符号順位検定（期待度－満足度）
労働
符号 観察数 比率 順位和 期待順位和
＋ ₂₈ ₈₈％ ₅₁₈ ₂₅₉
－ ₀ ₀ ％ ₀ ₂₅₉
₀ ₄ ₁₃％ ₁₀ ₁₀
全体 ₃₂ ₁₀₀％ ₅₂₈ ₅₂₈
z＝₄.₉₁₇ p＝₀.₀₀₀
経済
符号 観察数 比率 順位和 期待順位和
＋ ₃₄ ₄₆％ ₁₈₆₁ ₁₁₃₉.₅
－ ₉ ₁₂％ ₄₁₈ ₁₁₃₉.₅
₀ ₃₁ ₄₂％ ₄₉₆ ₄₉₆
全体 ₇₄ ₁₀₀％ ₂₇₇₅ ₂₇₇₅
z＝₄.₀₆₈ p＝₀.₀₀₀
全体
符号 観察数 比率 順位和 期待順位和
＋ ₁₃₈ ₅₈％ ₂₂₂₇₈ ₁₂₆₀₀
- ₂₂ ₉ ％ ₂₉₂₂ ₁₂₆₀₀
₀ ₇₇ ₃₂％ ₃₀₀₃ ₃₀₀₃
全体 ₂₃₇ ₁₀₀％ ₂₈₂₀₃ ₂₈₂₀₃
z＝₉.₃₉₁ p＝₀.₀₀₀
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評価の下降が見られたことが理解できる。
　労働・経済団体と政党の距離感に関して、
最後にもう ₁ つだけ参照すべき変数を検証す
る。それは民主党と自民党に対する団体の支
持態度である（ ₅ 段階順序尺度）。もし民主
党政権下における労働・経済の政党支持態度
に明確な差があれば、それは依然として民主
党と経済団体の政治的関係が互いに信頼でき
るレベルまで発展しなかったことを意味する
し、もう一方の労働団体にとっても従前どお
り民主党に依存していく傾向を確認すること
ができる。また、もし全団体を通して ₂ 党間
に有意な差が認められるとすれば、それは利
益団体の頂上レベルにおける二大政党支持態
度に明白な較差があったことを意味する。分
析結果は図 ₃ および表 ₅ のとおりである。こ
れらの結果からは、労働・経済団体の政党支
持態度について ₂ 党間に差があること、しか
し一方で全頂上団体の推定としては ₂ 党間に
差があるとはいえないことがわかった（頂上
団体サンプルの₆₉％が民主・自民に対する支
持態度を同等のものとして回答した）。経済
団体については、両党を同等に支持する姿勢
の団体が過半数を超えていたことをとくに指
摘しておきたい（ただし、政党支持態度と選
挙での政党支援・推薦活動経験は区別すべき
である）。過去の調査結果（辻中₂₀₀₆）と照
合すると、このような支持態度の結果は経済
界と与党民主党のあいだに十分な接近があっ
たことを示唆している。なお、分析結果の掲
載は割愛するが、労働・経済団体の民主党・
自民党に対する政策志向の一致性についても
検証してみたところ、政党支持態度と類似す
る結果が得られた。他方で、両党の影響力評
価について分析したところ、各種団体におい
て似たような評価が観察され、労働団体だけ
でなく経済団体と全団体についてもやはり与
党民主党のほうが野党自民党よりも影響力が
図 ₂ 　利益団体の民主党政権評価
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あると判断していたことが判明した。
　調査データにもとづく分析結果を勘案する
と、労働団体が民主党政権から受けた疎外感
や距離感は鳩山内閣とその後継内閣の比較と
いう意味では確実に拡大されたといえる。一
方で、経済団体と民主党の関係は内閣評価指
標において野田内閣でだいぶ回復したといえ
るが、しかし政党支持態度や政策志向性の観
点からすると、依然として経済団体と自民党
の関係性のほうが良好であったといえる。た
だし、そうであったとしても、過半数の頂上
レベル経済団体が両党を同程度に支持する姿
勢を保持していた点は特筆に値する。その意
味では、民主党と経済界のつながりが一時的
であれ強化されたことが確認された。一方で
労働団体は、その落胆度や鳩山内閣後の低評
価など、必ずしも民主党政権の統制がうまく
いかなかったことが示された。
　このことについて、質的情報として新聞記
事から少し引用しておきたい。たとえば「経
済界、野田政権と蜜月なるか」（日本経済新
聞朝刊₂₀₁₁.₉.₂₈）との見出しで、経団連が野
田佳彦に着目し、幹部と引き合わせてきた事
実が伝えられている。また、「民主、経済界
に接近」（日本経済新聞朝刊₂₀₁₀.₁₀.₂₇）とい
う記事では、鳩山内閣から菅内閣、また小沢
一郎幹事長から岡田克也幹事長へと変わるタ
イミングで民主党が経済界との関係性を改善
しようとしたことが示されている。民主党が
公約違反との批判を受けつつ企業・団体から
の献金を再開して方向転換をなしたのも、そ
表 ₄ 　内閣間評価比較（符号順位検定の z 統
計量）
菅－鳩山 野田－菅 野田－鳩山
労働 －₃.₀₁₅ ** ₁.₃₄₄ －₁.₅₀₄ 
経済 ₃.₇₉₃ *** ₅.₇₉₄ *** ₅.₈₀₈ ***
全体 ₁.₈₉₄ ₅.₆₇₅ *** ₄.₉₉₉ ***
* p＜₀.₀₅ **p＜₀.₀₁ ***p＜₀.₀₀₁
表 ₃ 　利益団体の民主党政権評価
［鳩山内閣］
労働 経済 全体
評価 比率 累積比率 比率
累積
比率 比率
累積
比率
₀ ₀.₀ ₀.₀ ₁₁.₄ ₁₁.₄ ₁₀.₃ ₁₀.₃ 
₁ ₆.₉ ₆.₉ ₁₃.₉ ₂₅.₃ ₉.₄ ₁₉.₇ 
₂ ₆.₉ ₁₃.₈ ₁₀.₁ ₃₅.₄ ₁₁.₁ ₃₀.₇ 
₃ ₁₀.₃ ₂₄.₁ ₁₃.₉ ₄₉.₄ ₁₃.₁ ₄₃.₉ 
₄ ₃.₅ ₂₇.₆ ₇.₆ ₅₇.₀ ₈.₂ ₅₂.₁ 
₅ ₂₀.₇ ₄₈.₃ ₃₈.₀ ₉₄.₉ ₃₂.₄ ₈₄.₄ 
₆ ₂₀.₇ ₆₉.₀ ₁.₃ ₉₆.₂ ₆.₆ ₉₁.₀ 
₇ ₆.₉ ₇₅.₉ ₃.₈ ₁₀₀.₀ ₄.₅ ₉₅.₅ 
₈ ₁₇.₂ ₉₃.₁ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₂.₉ ₉₈.₄ 
₉ ₆.₉ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₁.₆ ₁₀₀.₀ 
₁₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ 
N＝₂₉ N＝₈₀ N＝₂₄₄
［菅内閣］
労働 経済 全体
評価 比率 累積比率 比率
累積
比率 比率
累積
比率
₀ ₆.₉ ₆.₉ ₇.₅ ₇.₅ ₆.₉ ₆.₉ 
₁ ₆.₉ ₁₃.₈ ₈.₈ ₁₆.₃ ₇.₈ ₁₄.₇ 
₂ ₀.₀ ₁₃.₈ ₁₁.₃ ₂₇.₅ ₁₁.₀ ₂₅.₇ 
₃ ₂₇.₆ ₄₁.₄ ₁₃.₈ ₄₁.₃ ₁₃.₉ ₃₉.₆ 
₄ ₁₃.₈ ₅₅.₂ ₁₁.₃ ₅₂.₅ ₁₂.₂ ₅₁.₈ 
₅ ₂₄.₁ ₇₉.₃ ₄₂.₅ ₉₅.₀ ₃₆.₃ ₈₈.₂ 
₆ ₁₀.₃ ₈₉.₇ ₁.₃ ₉₆.₃ ₄.₅ ₉₂.₇ 
₇ ₀.₀ ₈₉.₇ ₂.₅ ₉₈.₈ ₄.₅ ₉₇.₁ 
₈ ₆.₉ ₉₆.₆ ₁.₃ ₁₀₀.₀ ₂.₀ ₉₉.₂ 
₉ ₃.₅ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₈ ₁₀₀.₀ 
₁₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ 
N＝₂₉ N＝₈₀ N＝₂₄₅
［野田内閣］
労働 経済 全体
評価 比率 累積比率 比率
累積
比率 比率
累積
比率
₀ ₂₃.₃ ₂₃.₃ ₂.₅ ₂.₅ ₈.₉ ₈.₉ 
₁ ₀.₀ ₂₃.₃ ₁.₃ ₃.₈ ₂.₄ ₁₁.₄ 
₂ ₀.₀ ₂₃.₃ ₃.₈ ₇.₅ ₄.₁ ₁₅.₅ 
₃ ₆.₇ ₃₀.₀ ₁₂.₅ ₂₀.₀ ₁₁.₄ ₂₆.₈ 
₄ ₁₃.₃ ₄₃.₃ ₂.₅ ₂₂.₅ ₆.₁ ₃₂.₉ 
₅ ₁₆.₇ ₆₀.₀ ₄₇.₅ ₇₀.₀ ₄₀.₇ ₇₃.₆ 
₆ ₁₀.₀ ₇₀.₀ ₈.₈ ₇₈.₈ ₉.₈ ₈₃.₃ 
₇ ₁₃.₃ ₈₃.₃ ₁₃.₈ ₉₂.₅ ₈.₉ ₉₂.₃ 
₈ ₁₃.₃ ₉₆.₇ ₇.₅ ₁₀₀.₀ ₆.₉ ₉₉.₂ 
₉ ₃.₃ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₈ ₁₀₀.₀ 
₁₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ 
N＝₃₀ N＝₈₀ N＝₂₄₆
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うした姿勢の変化の現れであったといえる。
当初、民主党は予算編成など政府の基本方針
を決める機関とされていた「国家戦略局」の
メンバーとして経済団体の代表を参加させな
い方針をとっていた（日本経済新聞朝刊
₂₀₀₉.₉.₇）。これは自民党政権の経済財政諮問
会議等の場において労働代表が含まれないこ
とと対照的であった。鳩山内閣は経済界と距
離を置いていたが、その後の民主党は「脱小
沢」路線の一環として経団連と政策協議に踏
み切るなど、自党の意思決定に対する労働団
体の拘束的影響力を回避しようとした。これ
らの事実もまた、民主党政権の初期よりもあ
との段階において同党が経済界との距離感を
詰めていったことを示している。
4 ．利益団体間関係
マクロレベル労使関係
　本稿の第 ₂ 節で述べたように、日本では企
業レベルにおいて労使協調が実現されやすい
といわれてきた。また、業界レベルにおける
協調もしばしば指摘されてきた。その一方
で、政府レベルの協調関係は明確に言及され
表 ₅ 　符号順位検定（民主党支持－自民党支持）
労働
符号 観察数 比率 順位和 期待順位和
＋ ₂₄ ₈₃％ ₄₂₀ ₂₁₀
－ ₀ ₀ ％ ₀ ₂₁₀
₀ ₅ ₁₇％ ₁₅ ₁₅
全体 ₂₉ ₁₀₀％ ₄₃₅ ₄₃₅
z＝₄.₅₇₈ p＝₀.₀₀₀
経済
符号 観察数 比率 順位和 期待順位和
＋ ₃ ₄ ％ ₁₈₄.₅ ₇₃₁.₅
－ ₁₉ ₂₅％ ₁₂₇₈.₅ ₇₃₁.₅
₀ ₅₅ ₇₁％ ₁₅₄₀ ₁₅₄₀
全体 ₇₇ ₁₀₀％ ₃₀₀₃ ₃₀₀₃
z＝－₃.₄₉₄ p＝₀.₀₀₁
全体
符号 観察数 比率 順位和 期待順位和
＋ ₄₂ ₁₈％ ₈₂₅₇ ₇₁₉₀.₅
－ ₃₁ ₁₃％ ₆₁₂₄ ₇₁₉₀.₅
₀ ₁₆₀ ₆₉％ ₁₂₈₈₀ ₁₂₈₈₀
全体 ₂₃₃ ₁₀₀％ ₂₇₂₆₁ ₂₇₂₆₁
z＝₁.₂₆₁ p＝₀.₂₀₇
図 ₃ 　利益団体の政党支持態度
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ることがあまりなかった。より下位のレベル
で観察される協調行動がマクロレベルにおい
てそのまま反映されないのはなぜか。労働側
にとっては、ミクロレベルでの準最適状態を
マクロレベル交渉で上からの解決をはかると
いうねらいがある。ミクロレベルの協調性が
マクロレベルにおける同等の協調性や擬似安
定性を保証しない点は、これら ₂ 層間のゲー
ム構造が異なることを十分に示唆している。
　この問いへの解答は、久米（₁₉₈₈）による
と、全国レベルのほうが階級意識を創出しや
すく、企業レベルのほうがフリーライダーが
より発生しにくいからということになる。さ
らに、同書では協調行動を生み出す仕組みと
して、ゼロサム構造における「分配」とポジ
ティブ・サムにおける「生産」という枠組み
がもたらす効果も指摘されている。この議論
をより体系的に論ずるには、以下の非協力
ゲームが参考になる。すなわち、高橋・清水
（₂₀₀₀）は企業合併後の旧組織間の対立が協
調に変わる構図を、フォンノイマンとモルゲ
ンシュテルンの架空プレイヤー（von Neu-
mann and Morgenstern ₁₉₄₄）の設定にヒント
を得て説明した。この枠組みを労使間協調に
応用すると、もし労働者と経営者が同じ囚人
のジレンマ的状況に置かれたとしても、彼ら
のあいだで共通の競争相手を想定することが
できるかぎり、両者の協力はより成立しやす
いといえる。実際、企業レベルにおける労組
と経営者が頂上レベルよりも協力的に対処で
きるのは、その企業の利潤追求に寄与しうる
協調行動が当該労働者自身の収入最大化ない
し雇用安定化にも同時に貢献するからにほか
ならない。分配と生産の構図も、この枠組み
と同等である。裏を返すと、それらが直結し
ないのであれば企業内の協調関係は形成され
にくい。
　以上の枠組みを使えば、企業内や業界内に
おける協調関係を説明することができる。し
かし、マクロレベルにおける対立構図には適
用しがたい側面がある。その最大の理由は企
業・業界レベルと頂上レベルとではゲーム状
況が異なるからである。経団連と連合のよう
に、大企業と労組の集合体の対決は、企業内
や業界内と違って共通敵となる経済的、社会
的、および政治的アクターが必ずしも存在し
ない。もし両者のあいだにゼロサム（コンス
タント・サム）をポジティブ・サムのゲーム
に変えるアクターがいるとすれば、それは基
本的に海外の主体に求められる。つまり、
Katzenstein （₁₉₈₄）や久米（₁₉₉₈）で言及さ
れているグローバリズムが国内の労使協調を
促しうるという観点は、架空プレイヤーの
ゲームとして理解可能である。たとえば、日
本の国民経済に影響を与える外国政府や企
業、国際機関が存在すれば、そこでポジティ
ブ・サム的状況が想定されるかぎり、国内に
おける頂上レベルの労使協調も考えられよ
う。さもなければ、両者の対立的状況はその
ままでは克服しがたく、経営側の優位は変わ
らない。
　上記のような囚人のジレンマ的ゲーム状況
を解決するための一手段として、両プレイ
ヤーを調停する中立的権威を介在させるとい
う方法がある（Cox and McCubbins ₂₀₀₇）。た
とえば、マクロレベルの労使関係をより円滑
にするために政府が協議の場を十分に設けた
り、あるいは政府がリーダーシップを発揮し
たりすることで一定の成果を挙げることはで
きるであろう。かつての日本に見られた政府
内のネオコーポラティスト的状況をゲームの
理論から捕捉すると、そのように解釈するこ
とも可能である。しかし、日本版コーポラ
ティズムは必ずしも根づかなかったのであ
り、民主党政権以前のポスト₅₅年体制におけ
る自民党政権はその役目を半ば放棄してい
た。民主党政権後の自公政権もまた、過去の
コーポラティスト的過程とは異なる（労働側
のお株を奪うような）戦略を採用している。
　すでに指摘したように、労働者は数のうえ
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では経営者を圧倒するが、現実の関係は逆に
後者の雇用する側が優位な立場にある。そし
て、そのことは企業内協調が労働にとって最
善な結果ではないことと直接関係している。
思うに、そこには両者の関係に対する認識の
違いが反映されている。過去の利益団体調査
によると、大企業の経済団体が労働団体を対
立団体としてあまり挙げていないという事実
がある（村松ほか₁₉₈₆）。すなわち、「体制中
核団体としての大企業団体（および民間大企
業労組団体）と、他の団体との間には対立関
係認知に非対称性が存在する」（村松ほか
₁₉₈₆：₁₄₉）。これは影響力の非対称性として
捉えられる。労働団体は、経済団体の ₂ 倍を
超える割合で経済団体を対立的と認識してい
た（村松ほか₁₉₈₆：₁₃₇）。そして協力という
点では、労働団体と主要な協力関係を持つと
回答した経済団体は調査設計上存在せず、他
方で主に経済団体と協力する労働団体は ₅ ％
であった（村松ほか₁₉₈₆：₁₀₇）。これも一種
の非対称性である。上述のように、マクロレ
ベルの労使協調は両者のあいだに立つ調停役
や海外の主体を媒介することで解決しうる。
₅₅年体制の頃は自民党と官僚制が労働団体を
自分たちの政策ネットワークに組み込むこと
で、選挙での見返りを欲するなど自己利益を
追求しつつもある種の協調的場面を創り出し
てきた。それは昔の自民党政権では可能で
あったとしても、近年の自公連立ではあまり
観察できることではなくなっている。民主党
政権下における頂上レベルの労働・経済団体
の協調性認識は、どのように形成されていた
のか。以下では再度調査データを使って検証
する。
分析
　ここで検討するのは労働・経済団体間の認
識の非対称性についてであり、影響力評価と
協調性を取り上げる。図 ₄ は労働（経済）団
体の評価による経済（労働）団体影響力、経
済（労働）団体から見た同団体一般の影響力、
そして各々の自己影響力のヒストグラムを図
示している（変数は ₅ 段階順序尺度）。そし
て表 ₆ は図 ₄ の結果について比率および累積
比率を示している。図 ₄ から、両団体が互い
にどのような影響力認知をしていたのか、所
属する業界全体の政治的影響力をどう評価し
ていたのか、そして自己影響力についてはど
図 ₄ 　労働・経済団体影響力評価
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うであったかということがわかる。表 ₆ と合
わせて図 ₄ を解釈すると、労働団体も経済団
体も相手勢力を低く評価して、自己の業界を
相対的に高く評価する傾向があることが理解
できる。つまり、同じ団体への評価にもかか
わらず、各ヒストグラムの裾がやや対称的に
なっているという特徴が認められる。一方で
自己影響力評価は、労働・経済ともに自己業
界評価に比して控えめな結果となっている。
つまり、それは両団体が同じ業界の他団体影
響力を過大評価しているか、あるいは業界内
の自己影響力を過小評価しているかのどちら
かである。自己影響力は、やはり与党に近い
労働団体のほうが経済団体よりも総じて高め
の評価を与えていた。
　図 ₅ と表 ₇ は、₇ 段階順序尺度による協調
表 ₆ 　労働・経済団体影響力評価
経済団体
影響力
（労働）
経済団体
影響力
（経済）
自己影響力
（経済）
評価 比率 累積比率 比率
累積
比率 比率
累積
比率
₁ ₆.₇ ₆.₇ ₁₂.₄ ₁₂.₄ ₇.₇ ₇.₇ 
₂ ₂₆.₇ ₃₃.₃ ₁₅.₇ ₂₈.₁ ₂₀.₉ ₂₈.₆ 
₃ ₅₀.₀ ₈₃.₃ ₄₂.₇ ₇₀.₈ ₅₉.₃ ₈₇.₉ 
₄ ₁₃.₃ ₉₆.₇ ₂₅.₈ ₉₆.₆ ₁₂.₁ ₁₀₀.₀ 
₅ ₃.₃ ₁₀₀.₀ ₃.₄ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ 
N＝₃₀ N＝₈₉ N＝₉₁
労働団体
影響力
（経済）
労働団体
影響力
（労働）
自己影響力
（労働）
評価 比率 累積比率 比率
累積
比率 比率
累積
比率
₁ ₃₃.₃ ₃₃.₃ ₀.₀ ₀.₀ ₀.₀ ₀.₀ 
₂ ₃₆.₉ ₇₀.₂ ₆.₇ ₆.₇ ₂₂.₆ ₂₂.₆ 
₃ ₂₂.₆ ₉₂.₉ ₃₀.₀ ₃₆.₇ ₅₄.₈ ₇₇.₄ 
₄ ₇.₁ ₁₀₀.₀ ₄₃.₃ ₈₀.₀ ₂₂.₆ ₁₀₀.₀ 
₅ ₀.₀ ₁₀₀.₀ ₂₀.₀ ₁₀₀.₀ ₀.₀ ₁₀₀.₀ 
N＝₈₄ N＝₃₀ N＝₃₁
図 ₅ 　経済団体との協調性評価
表 ₇ 　経済団体との協調性評価
労働 労働以外（経済を除く）
評価 比率 累積比率 比率 累積比率
₁ ₁₇.₂ ₁₇.₂ ₆.₆ ₆.₆ 
₂ ₆.₉ ₂₄.₁ ₄.₁ ₁₀.₇ 
₃ ₁₀.₃ ₃₄.₅ ₂.₅ ₁₃.₂ 
₄ ₃₄.₅ ₆₉.₀ ₆₂.₈ ₇₆.₀ 
₅ ₂₀.₇ ₈₉.₇ ₁₄.₁ ₉₀.₁ 
₆ ₆.₉ ₉₆.₆ ₄.₁ ₉₄.₂ 
₇ ₃.₅ ₁₀₀.₀ ₅.₈ ₁₀₀.₀ 
N＝₂₉ N＝₁₂₁
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性評価に関する結果を示している。これらは
経済団体（大企業系）との協調性を示してい
るが、標本から経済団体の観察は除外されて
いる。この調査において ₄「中立」を超える
レートを指定した団体の割合は、労働団体に
おいて₃₁％であり、労働以外は₂₄％であるか
ら、労働団体のほうが非労働団体よりも経済
団体影響力をやや高めに評価しているように
見えるが、総合的には有意な差は認められな
い（|z|＝₀.₉₈₈）。この背景には経済団体を明
確に対立軸と位置づける労働団体が少なから
ず存在することが関係しており、中立未満の
割合は労働団体において₃₅％、非労働団体は
₁₃％となっている。労働界における対経済団
体評価は二分されていることがわかる。
　図 ₆ と表 ₈ は、労働団体との協調性につい
て労働団体を標本から除外して経済団体と非
経済団体で比較したものである。総じて経済
団体のほうがそれ以外の団体よりも労働団体
との協調性を低く評価しているように見え
る。この差を Mann-Whitney 検定で調べると、
₅ ％ 水 準 で 帰 無 仮 説 が 棄 却 さ れ る（|z|＝
₂.₄₃₇）。すなわち、₅₈％の確率で非経済団体
のほうが経済団体よりも労働団体に対して少
しでも高い協調性を示したものと推定され
る。ただし、経済団体の分布が ₄「中立」に
著しく偏っているため、それを上回って評価
する経済団体が他団体よりも少なかったもの
と解釈できる。
　以上をまとめると、どちらかといえば経済
団体のほうが労働団体との協調性を相対的に
低く自己評価していて、逆に少なからぬ労働
団体は経済団体との関係についてより協調的
な態度を示していたことになる。ただ、労働
団体との関係を対立的な方向で回答した経済
団体はほとんど存在せず、また経済団体と対
立的と回答した労働団体も一定数存在したた
め、その意味では過去の調査と矛盾はしてい
ない。良くも悪くも労働から経済へのやや一
図 ₆ 　労働団体との協調性評価
表 ₈ 　労働団体との協調性評価
経済 経済以外（労働を除く）
評価 比率 累積比率 比率 累積比率
₁ ₀.₀ ₀.₀ ₀.₀ ₀.₀ 
₂ ₀.₀ ₀.₀ ₁.₇ ₁.₇ 
₃ ₂.₈ ₂.₈ ₀.₉ ₂.₆ 
₄ ₈₆.₁ ₈₈.₉ ₇₀.₄ ₇₃.₀ 
₅ ₆.₉ ₉₅.₈ ₁₅.₇ ₈₈.₇ 
₆ ₂.₈ ₉₈.₆ ₅.₂ ₉₃.₉ 
₇ ₁.₄ ₁₀₀.₀ ₆.₁ ₁₀₀.₀ 
N＝₇₂ N＝₁₁₅
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方的な認知構造が依然として見られることが
わかった。
　上の結果については、表 ₉ におけるほかの
指標からも補足しておきたい。マクロレベル
の労使協調との関連として、本稿で利用して
きた₂₀₁₂年調査データによると、労働団体は
経団連と協力関係を持つ団体が₁₉％存在する
と推定されるが、経済団体のうち連合と協力
関係を持つ団体はわずか ₄ ％となる。それを
₂₀₀₃年調査と比較すると、経団連と協力関係
を持つ労働団体が民主党政権時には ₈ ％増え
ていたことが判明する。しかし、一方で経済
団体は連合との関係を決して強化してはいな
い。全体的には経団連や連合と協力関係を結
ぶ団体が減少したように思われるが、表 ₉ の
結果においては労働団体と経団連の関係だけ
が強化されたといえる。本節の分析結果か
ら、民主党政権時においては労働団体の経済
団体に対する協調的評価がより多く見られた
ことがわかった。つまり、総じて経済界のほ
うが労働界に対してより傍観的な姿勢を保っ
ていたということである。その意味では調停
役となるべき民主党は労働から経済への接近
を少しでも促した可能性はあるが、経済から
労働への積極的アプローチを引き出すことは
できなかったものと推察される。
　経済団体は、与党の背後にある労働団体の
影響力をかなり低く評価し、また労働団体を
相対的に敬遠していた。さらに民主党政権の
もとでも、最大のリソースを有すべきプリン
シパルである連合との関係を強化した経済団
体は決して増えなかった。そのことを考える
と、利益団体が民主党政権を経由してもなお
労働・経済団体間の非対称的構図に大きな変
化が訪れたとはいえない。つまり、これは労
働・経済関係における経済の優位を依然とし
て裏づけるものである。
5 ．結論
　本稿では、マルチプリンシパルとしての労
働団体および経済団体と、コモン・エージェ
ントとしての与党民主党の関係を考察し、労
組の強力な支持を受けてきた民主党が経済界
との関係を改善したのかどうかを検討した。
民主党と経済団体の距離はとくに野田内閣に
おいて縮まったこと、一方で民主党と労働団
体の関係は鳩山内閣後に悪化したこと、その
関連で労働団体の民主党政権に対する疎外感
が非常に大きかったことなどが判明した。ま
た、本稿の分析によると、民主党政権は労働
団体と経済団体のマクロレベルにおける協力
関係について労働から経済への一方的認識と
して強化した可能性はあるが、経済界は傍観
的姿勢を保持していた。民主党政権にもかか
わらず、経済界の優位が依然として窺える結
果となった。
　本稿の考察を通して、与党としての民主党
が政権維持のために労組依存からの脱却をは
かり、経済界との関係を深めていくという一
連の過程は理論的解釈を伴って一定程度説明
されたものと思われる。しかし、その過程の
なかで労働・経済団体の関係性がどのような
影響を受けて変化していくのか、あるいはそ
こから労使協調が強化されるのか否かという
ことは、今後も異なる情報を使って検討する
必要がある。また、本稿で取り上げた分析の
表 ₉ 　経団連・連合との協力関係
［₂₀₀₃年］
経団連 連合
労働（N＝₃₇） ₁₁％ ₈₁％
経済（N＝₈₀） ₄₁％ ₅ ％
その他（N＝₁₁₁） ₁₉％ ₁₈％
［₂₀₁₂年］
経団連 連合
労働（N＝₃₁） ₁₉％ ₇₄％
経済（N＝₉₅） ₃₄％ ₄ ％
その他（N＝₁₅₅） ₁₀％ ₁₂％
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指標はそのほとんどが評価や態度、認識と
いった主観レベルのものであったため、今後
は実際の行動選択を観察対象とすることで実
証の幅を広げることが重要になる。
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